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第 3 令和３年度滋賀の労働市場の概況 

 

 

概 況 

令和３年度の我が国経済動向については、「長引く新型コロナウイルス感染症の影響の下

にあるが、令和３年９月末をもって、全国の緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置は全

て解除され、行動制限も段階的に緩和されてきたこと等から、厳しい状況は徐々に緩和さ

れており、このところ持ち直しの動きが見られる。 

ただし、供給面での制約や原材料価格の動向による下振れリスクに十分注意する必要が

ある。また、新たな変異株の出現による感染拡大への懸念が生じていることから、新型コ

ロナウイルス感染症による内外経済への影響や金融資本市場の変動等の影響を注視する必

要がある。」とされたところです。 

全国の雇用情勢についてみると、令和３年度平均の完全失業者数は 191 万人と、前年度

に比べ８万人減少し、完全失業率は 2.8％と、前年度に比べ 0.1 ポイント低下した。また、

有効求人倍率は 1.16倍と、前年度の 1.10 倍を 0.06ポイント上回り、３年ぶりに対前年度

を上回った。 

滋賀県における雇用情勢についてみると、令和３年平均の完全失業率は、2.5％と、前年

より 0.1ポイント上昇した。 

新規求人数は、主要 11 産業のうち、卸売業，小売業や医療，福祉など３業種で減少が見

られたものの、滋賀県の基幹産業でもある製造業をはじめ、宿泊業，飲食サービス業など

８業種で増加し、全体では、95,818人（パートを含む。）と、前年度比 12.1％増加した。 

また、新規求職者数は、57,123 人と前年度比 1.0％の減少となった。 

雇用保険受給資格決定件数(一般)は、15,077件と前年度比 14.7％減、受給者実人員（一

般）は、5,138 人（月平均）と前年度比 11.0％減となった。 

有効求人倍率(季節調整値)は、令和３年４月に 0.90倍であったところ上昇基調で推移し、

年度末の令和４年３月には 1.04倍となった。また、年度平均(パートを含む原数値)では 0.97

倍と、前年度を 0.11ポイント上回った。 

正社員有効求人倍率については、令和３年４月に 0.60倍であったところ、令和４年３月

には 0.72倍となり、年度平均では 0.69 倍と、前年度を 0.12ポイント上回った。 
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① 一般職業紹介状況 

○求人の状況（パートを含む） 

令和３年度の新規求人数は 95,818 人で、前年度に比べ 10,326人(12.1%)の増加となった。 

産業別に対前年度増減率をみると、建設業（7.3%増）、製造業（45.1%増）、情報通信業（28.2%

増）、運輸業,郵便業（10.6%増）、学術研究,専門・技術サービス業（5.3%増）、宿泊業,飲食

サービス業（27.1%増）、生活関連サービス業,娯楽業(22.1%増）、サービス業（29.3%増）な

どで増加となり、卸売業,小売業（3.2%減）、教育,学習支援業（2.6%減）、医療,福祉(2.4%

減)で減少となった。 

雇用形態別にみると、対前年度比で一般が 17.2%増加、パートが 6.5%増加となっている。 

新規求人に占めるパート割合は、前年度に比べ 2.3ポイント低下し 45.7%となり、産業別

では卸売業,小売業（53.7%）、宿泊業,飲食サービス業（78.3%）、生活関連サービス業,娯楽

業（65.2%）、教育,学習支援業（75.7%）で高い比率となっている。 

また、新規求人のうち正社員求人の割合は 39.4%と前年度に比べ 0.7 ポイント上昇し、

37,729 人となった。 

 

 

○求職の状況（パートを含む） 

令和３年度の新規求職者は 57,123 人で、対

前年度比 1.0％の減少となった。雇用保険受給

資格決定件数（一般）は、前年度を 14.7％下回

る 15,077 件となり、新規求職者に対する比率

は 26.4％で前年度より 4.3ポイント低下した。 

パート求職者比率は、前年度より 1.2ポイン

ト上昇し 40.7％となった。 

 

 

 

産業別新規求人状況 

一般 パート 計 一般 パート 計 一般 パート 計
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令和３年度の月間有効求職者数は、前年度に

比べ 239人（月平均 20人）増の 271,527人 （前

年度 271,288 人）となった。 

雇用形態別では、一般求職者が前年度に比べ

3.0％減の 158,397人で、パート求職者は 4.7％

増の 113,130 人となった。 

パート比率は 41.7％となり前年度より 1.9

ポイント上昇した。 

 

 

○就職・充足の状況 

令和３年度の就職者数は、一般が 8,532人で前年度より 369人の増加、パートは 9,788人

で 25 人の減少となった。新規求職者に対する就職率は、一般で前年度より 1.8 ポイント上

昇し 25.2％、また、パートにおいては前年度より 0.9 ポイント低下し 42.1％となった。 

充足数は、一般が 7,803 人で前年度より 378 人増加、パートは 9,256 人で 141 人の減少

となった。新規求人に対する充足率は、一般とパートの合計で前年度より 1.9 ポイント減

少し 17.8％となった。 

  

〇求人倍率 

 

令和３年度の月間有効求人数（パートを含む

月平均）は 21,975人で、対前年度比 12.7％

（2,476 人）の増加となった。雇用形態別では、

一般が 18.8％増の 12,283 人、パートが 5.8％増

の 9,692 人となった。一方、月間有効求職者数

（パートを含む月平均）は 22,627人で、対前年

度比 0.1％（20 人）の増加となった。このため、

有効求人倍率は、前年度より 0.11ポイント上昇

し 0.97 倍となった。 

また、正社員の有効求人倍率は、前年度より

0.12 ポイント上昇し 0.69 倍となった。  
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② 新規学校卒業者の職業紹介状況 

令和４年３月新規学校卒業者の求職者数は、

中学校が５人、高等学校等が 1,903人となった。 

中学校では、前年度より１人減少し、高等学

校等では、136 人減少した。 

就職者数（安定所、学校紹介によるもの）は

中学校が前年度と同数の５人、高等学校等では

前年度より 153 人減少し 1,879 人となった。 

また、令和３年度の高等学校等の求人数は、

3,984 人で対前年度比 5.8％（217 人）の増加と

なった。このため、求人倍率は、2.09 倍（前年

度 1.85 倍）となり、前年度を 0.24ポイント上

回った。 

 
 

③ 女性等（マザーズコーナー）の職業紹介状況 

令和３年度のマザーズコーナーの新規求職

者は、2,906人と対前年度比 0.3％の減少となっ

た。 

コーナーでの相談件数は 5,509 件で、就職件

数は前年度を５件上回る 1,021件となった。 

 

 

 

 

④ ユースエール認定企業の状況 

 平成 27年 10 月 1日施行の若者雇用促進法によって創設され、若者

の採用・育成に積極的で雇用管理の状況などが優良な中小企業を認定

する制度である。 

令和３年度３月末時点で 14社が認定企業となっている。 

 

 

 

⑤ 障害者の職業紹介等の状況 

令和３年度の新規求職者は 2,461人で、前年度よ

り 53人の増加となった。また、その内訳は、身体障

害者 573 人、知的障害者 457 人、精神障害者 1,110

人、その他の障害者 321人となっている。 

就職件数は 1,246 件で、前年度より 59 件の増加

となった。その内訳は、身体障害者 251件、知的障

害者 289件、精神障害者 568件、その他の障害者 138

件となっている。 
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令和４年３月末現在の求職登録状況は、有効求職者が 3,748 人、就業中が 8,468 人、保

留中が 6,762 人となっている。 

有効求職者の障害部位別登録状況では、身体障害者 1,143 人、知的障害者 688 人、精神障

害者 1,539 人、その他の障害者 378 人となっている。有効求職者のうち、重度障害者は 409

人で、前年同期より 35人の減少となった。 

 

  

 

障害者雇用状況報告書の集計結果（令和３年 6 月 1 日現在） 

 事業主に義務づけられた障害者法定雇用率は

令和３年３月に 2.2％から 2.3%となっている。 

滋賀県に本社を有する民間企業（43.5 人以上

規模）927社の障害者の雇用者数は3,373.5人で、

実雇用率は前年より0.04ポイント上昇し2.33％

となっている。 

また、法定雇用率達成企業数は 501 社で、達

成企業の割合は 54.0％と、前年に比べ 2.2 ポイ

ント下回った。全国の状況と比較すると、雇用

率は 0.13ポイント上回り、雇用率達成企業割合

でも 7.0 ポイント上回っている。 

  

 

⑥ 中高年齢者の職業紹介等の状況 

令和３年度の中高年齢者（45歳以上）の新規求職者（パートを除く）は 14,393 人で対前

年度比 2.0％の減少となった。 

有効求職者（パートを除く）は 70,983 人（月平均 5,915 人）で、対前年度比 1.0％の減

少となった。紹介件数（パートを除く）は前年度を下回る 14,461 件（9.6％減）となり、

就職件数は前年度を上回る 3,442 件（5.1％増）となった。 

令和３年度の有効求職者（常用：パートを含む）に占める中高年齢者の割合は、前年に

比べ 1.2 ポイント上昇し 53.9％となった。 
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高年齢者雇用状況報告書の集計結果（令和３年 6月 1 日現在） 

21 人以上規模企業 2,149 社の高齢者(60 歳以上)の常用労働者数は 31,240 人で雇用割合

は 15.0％となった。高年齢者雇用確保措置の導入状況をみると、2,149 社中 2,131 社

(99.2％)において、法律上の義務年齢である 65歳以上の定年、雇用継続制度導入等の措置

を実施している。希望者全員が 66歳以上まで働ける企業の割合については、2,149 社中 874

社で 40.7％となり対前年比 6.1 ポイントの上昇となった。 

 

  

 

⑦ 外国人等の職業紹介等の状況  

令和３年度の外国人の新規求職者数は

2,087 人で対前年度比 19.7％の減となった。 

有効求職者数は 8,517 人で対前年度比

24.3％の減となった。紹介件数は 929 件で対

前年度比 37.1％の減となり、就職件数は 180

件で対前年度比 41.4％の減となった。 
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外国人雇用状況報告書の集計結果（令和３年 10月 31 日現在）  

令和３年 10 月 31日現在の外国人雇用状況報

告集計結果によると、外国人労働者を雇用して

いる事業所数は 2,450 事業所で対前年同期比

155 社（6.8％）増加し、外国人労働者数は 20,881

人で対前年同期比 870 人（4.3％）の増加となっ

た。 

 在留資格別では、身分に基づく在留資格が

11,698 人で全体の 56.0％を占め最も多く、次い

で技能実習 4,267 人、専門的・技術的分野の

3,741 人、資格外活動の 916人、特定活動の 259

人の順となっている。 

 国籍別では、ブラジルが最も多く 7,018 人で

全体の 33.6％を占め、次いでベトナム 5,004人

（24.0％）、中国（香港等を含む）2,720 人

（13.0％）の順となっている。平成 31年４月よ

り新たに創設された在留資格「特定技能」外国

人労働者数は 236 人となっている。 

 

 

 

⑧ 雇用安定等給付金関係の状況 

令和３年度の特定求職者雇用開発助成金の支給決定件数は 1,814 件で、支給決定金額は

４億 7,614万３千円となった。前年度に比べ、件数は 94件（5.5％）、金額で 1,844万１千

円（4.0％）の増加となった 

令和３年度の雇用調整助成金の支給決定件数 17,134 件で、支給決定金額は 122億 8,623

万１千円となった。前年度と比べ、件数は 3,423 件（16.7％）、金額で 100 億 2,876万３千

円（44.9％）減少となった。緊急雇用安定助成金の支給決定件数は 5,938 件で、支給金額

は 12 億 7,363 万１千円となった。前年度と比べ、件数は 1,310 件（18.1％）、金額で 2億

2,489 万７千円（15.0％）の減少となった。 

令和２年度７月に創設された、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の令

和３年度の支給決定件数は 17,171 件で、支給金額は９億 6,742 万２千円となった。   
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⑨ 雇用保険業務取扱状況 

令和４年３月 31 日現在の雇用保険適用事業所

数は、前年同期を 217 事業所上回る 21,481 事業

所となり、被保険者数は 0.4％増の 396,190 人と

２年ぶりの増加となった。 

産業別適用事業所数は、建設業 3,892事業所、

製造業 3,265 事業所、情報通信業 229事業所、運

輸業,郵便業 736 事業所、卸売業,小売業 3,040事

業所、宿泊業,飲食サービス業 1,177 事業所、教

育，学習支援業 410 事業所、医療，福祉 2,664事

業所、サービス業が 2,137事業所となっている。 

また、被保険者数は、建設業 18,805 人、製造

業 152,018 人、情報通信業 2,936 人、運輸業,郵

便業 19,711 人、卸売業,小売業 42,386 人、宿泊

業,飲食サービス業 8,123 人、教育，学習支援業

9,722 人、医療，福祉 56,932 人、サービス業が

40,984 人となっている。  

  

 

令和３年度の雇用保険資格取得件数は 63,485 件で、資格喪失件数は 63,422 件となり、

資格取得件数が喪失件数を２年ぶりに上回った。資格取得件数は対前年度比 1.4％の増加と

なり、喪失件数は同 2.1％の減少となった。喪失件数のうち、事業主都合による解雇件数は

3,248 件で前年度に比べ 1,466 件（31.1％）の減少となった。 

雇用保険の給付状況（基本手当）をみると、令和３年度の受給者実人員は、対前年度比

9.8％減少し、5,988人（月平均）となった。給付額においても、対前年度比 10.5％減少し、

91億 1,667万７千円となった。 
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就職促進給付の再就職手当・常用就職支

度手当の支給決定状況をみると、受給人員

は前年度比 15.2％減の 3,942人となり、支

給金額では前年度比 16.6％減の 15億 8,308

万９千円となった。 

雇用継続給付関係では、令和３年度の高

年齢雇用継続給付（基本給付）の受給者実

人員は、68,005 人、給付額 18 億 7,791 万

１千円で、育児休業給付の受給者実人員は、

40,404 人、給付額 51 億 5,074 万２千円と

なった。 

 
 

  

 

 

⑩ 労働者派遣事業所・職業紹介事業所の状況 

令和３年４月１日現在の労働者派遣事業所数は 473（うち県外本社 124）事業所である。 

職業紹介事業所数は 271 事業所で内訳は、有料職業紹介 236 事業所（うち県外本社 79）、

無料職業紹介 12 事業所（うち県外本社 2）、特別の法人の無料職業紹介 23 事業所（うち県

外本社 2）となった。 
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